
「富士市事前都市復興計画」の改定について 

  

事前都市復興計画とは 

 発災後、迅速かつ着実に復興まちづくりを進めることができるよう、あらかじめ、復興の

課題を想定し、復興まちづくりの方向性や進め方等を定めた計画 

 国は、平成 30 年に「復興まちづくりのための事前準備ガイドライン」を策定し、ガイドラ

インの周知・普及を通じて地方公共団体の取組を推進 

 地方公共団体の復興事前準備の取組状況は、令和 5 年 7 月末時点で 1,185 自治体（全体

1,741）が着手し、着手率は約 66％ 

 本市では、全国に先駆け、復興まちづくりの

方向性を示した「復興ビジョン編」と復興の

進め方をまとめた「復興プロセス編」で構成

する「富士市事前都市復興計画」を平成 28
年 3 月に策定 

 あわせて発災後に行政職員がとるべき業務内

容や手順等を整理した「行動マニュアル」を作成 

 その後、復興まちづくり訓練を通じて、市民への計画の周知や復興まちづくりに関する意

識醸成を展開 
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   改定の背景／目的 

 近年、南海トラフ地震の発生が懸念されるほか、集中豪雨やゲリラ豪雨などの激甚化・頻発

化する大規模自然災害に強く、しなやかな都市づくりへの社会的要請の高まり 

 こうした中、国は「復興まちづくりのための事前準備ガイドライン（平成 30 年 7 月）」や「事

前復興まちづくり計画検討のためのガイドライン（令和 5 年 7 月）」を策定・公表 

 本市では、社会・経済情勢の変化に対応した将来の都市づくりの考え方を示した「第三次富

士市都市計画マスタープラン（令和 6 年 3 月）」や「富士市集約・連携型都市づくり推進戦

略改定版（令和 6 年 3 月）」を新たに策定 

 本計画においては、社会・経済情勢の変化や防災対

策の推進、都市計画マスタープランの改定、被害想

定の更新等があった場合は、適宜計画を見直すこと

としており、上位･関連計画や国が示すガイドライン

との整合性やこれまで実施してきた復興まちづくり

訓練の結果などを踏まえ、改めて復興のビジョンや

プロセス等について明示  
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   主な改定内容について 

 復興ビジョン編の見直し 

 現行計画策定以降に公表した上位・関

連計画との連携や整合 

 都市計画基礎調査等のデータに基づく

都市の基礎情報の整理 

 最新の災害ハザード情報に基づく被害

特性及び課題の整理 

 復興まちづくりの目標及び基本方針の

確認、見直し 

 上位・関連計画の拠点や誘導区域の変

更に伴う復興地区区分の考え方の整理 

 復興プロセス編の見直し 

 「富士市業務継続計画【BCP】(平成 29
年 4 月)」との整合の確認 

 復興まちづくり訓練での意見等を踏まえた各分野の復興プロセスの整理 

 行動マニュアルの見直し 
 復興プロセス編の見直し内容や庁内検討委員会でのヒアリング等に基づく行動マニュア

ルの見直し 

   検討体制について 

本計画は、都市計画課が事務局

となり作業全般を行うとともに、

都市計画審議会のほか、市内組織

の代表や市民代表等で組織する市

民懇話会、庁内関係課で組織する

庁内検討委員会、市議会等でより

幅広く意見を聴取し、適切に意見

を反映させた計画となるよう検討

を行う。 

    改定のスケジュール 

本計画は、単年で計画改定業務を行うものとし、改定作業にあわせ、適宜、都市計画審議会や

市議会をはじめとした関係会議等での意見聴取を行い、令和 7 年 4 月の改定・公表を予定する。 
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都市機能／居住誘導区域 

今回新しく追加 

復興重点地区 復興推進地区 復興促進地区 

＜復興地区区分の設定＞ 
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